２　年令、性別人口
合併後の人口・世
　年ごとに減少していく農山村人口、全国的に過疎対策が強く叫ばれて、政治の上にも大きな問題が投げかけら

帯の動き
れている。
　　　　　　　　　　　合併当時８,２２１人、世帯数１,５９０世帯（２７年１２月現在）あった羽合町も、昭和４５年の国勢調査では人口６,５３９人、世帯数１,６１８世帯となり、人口では１,６８２人減少して世帯数は反対に２８世帯増加している。また本年行われた国勢調査では、４５年に比し人口が１名減、世帯数１０４世帯増となって、人口にようやく減少の歯止めがかかった感である。

　この傾向は、先ず出生率の低下と中高等学校卒業者のほとんどが県内外へ就職転出するために起きる人口減である。いっぽう比較的増加をみせた世帯数は、主に浅津温泉や田後地区などの開発、発展に伴う転入、また、国道沿線に進出してくる工場、民家などによる自然増加によるもので、今後の羽合町における方向であるともいえよう。
いびつな年令別人
　また、人口減に対処する問題点として、下表の人口動態一覧表に掲げられている転出人口で、３月、４月に転

口
出する者が全体のおよそ半数を占めており、いかに農外就職等による数字が大きいものであるかを直視しなければならないであろう。「年令、性別人口」のグラフをみてもわかるように、昭和２５年の２０～３０代の年令層に比し、４５年の姿がいかにいびつで不自然であるかを物語っている。このことは、農村人口の減少と共に、町づくりの中心ともなるべき２０～３０代の若い年令層が急激に減少していることであって、町全体に活気が失なわれているということであり、今後の過疎対策に十分な考慮が望まれる。
若者のＵターン現
　しかし近年都会への流失人口のうち、いわゆるＵターン組といわれる若者の町内への定着化がみられる傾向に

象
あり、このような傾向によって人口増につながることも期待されている。
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